
  
 

 

新
型
コ
ロ
ナ
対
策
で
聖
籠
町
に
申
し
入
れ 

新
発
田
民
商
は
20
日
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
対
策
を
聖
籠

町
に
要
望
し
ま
し
た
。
申
し
入
れ
に
は
新
発
田
民
商
の
中
村
登

会
長
と
相
馬
俊
彦
事
務
局
長
が
参
加
。
共
産
党
の
中
村
恵
美
子

町
議
も
同
席
し
ま
し
た
。
町
か
ら
は
西
脇
道
夫
町
長
が
対
応
し

ま
し
た
。 

町
独
自
の
損
失
補
償
や
給
付
金

の
支
給
、
税
や
社
会
保
険
料
の
徴
収

猶
予
と
減
免
、
融
資
の
無
利
子
化
な

ど
７
項
目
の
要
望
書
を
町
長
に
手

渡
し
た
後
懇
談
し
、
中
村
会
長
は
、

「
会
員
の
飲
食
店
は
売
上
が
８
割

も
減
っ
て
悲
鳴
を
上
げ
て
い
る
」

「
融
資
制
度
を
紹
介
し
て
も
『
返
済
で
き
る
か
わ
か
ら
な
い
』

と
借
り
入
れ
に
踏
み
切
れ
な
い
人
も
多
い
」
な
ど
会
員
へ
の
影

響
調
査
で
寄
せ
ら
れ
た
切
実
な
状
況
を
紹
介
し
、
「
こ
の
ま
ま

影
響
が
広
が
れ
ば
地
域
経
済
が
破
綻
し
て
し
ま
う
」
と
早
急
な

対
策
を
求
め
ま
し
た
。 

西
脇
町
長
は
、「
町
独
自
支
援
の
検
討
を
始
め
て
い
る
が
、
実

際
に
影
響
を
受
け
て
い
る
方
の
実
態
を
把
握
で
き
て
い
な
い
。

実
態
と
要
望
を
早
め
に
町
に
出
し
て
ほ
し
い
と
商
工
会
や
飲

食
店
組
合
に
も
お
願
い
し
て
い
る
」
「
国
保
関
係
の
対
策
は
国

の
予
算
措
置
が
正
式
に
決
ま
れ
ば
速
や
か
に
対
応
す
る
。
傷
病

手
当
は
専
決
処
分
で
実
施
す
る
」
「
詳
細
は
決
ま
っ
て
い
な
く

て
も
町
民
が
安
心
で
き
る
よ
う
方
向
性
だ
け
で
も
早
め
に
メ

ッ
セ
ー
ジ
を
出
し
た
い
」
と
述
べ
、
情
報
を
集
め
な
が
ら
国
・

県
の
対
策
で
不
十
分
な
点
を
町
独
自
に
支
援
す
る
考
え
を
示

し
ま
し
た
。 

  

【
お
知
ら
せ
】 

・
商
工
新
聞
５
月
４
日
号
は
休
刊
と
な
り
ま
す
。 

・
５
月
２
日
（
土
）
～
５
月
６
日
（
水
）
は
民
商 

 

事
務
所
は
休
み
と
な
り
ま
す
。 
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1963 

今
後
の
日
程 

５
月
８
日
（
金
）
…
新
発
田
民
商
理
事
会 

５
月
21
日
（
木
）
…
弁
護
士
に
よ
る
「
法
律
相
談
」 

 
 
 
 
 
 

（
相
談
希
望
の
方
は
事
前
に
ご
予
約
く
だ
さ
い
） 

※
４
月
27
日
（
月
）
の
婦
人
部
役
員
会
は
中
止
と
な
り
ま
し
た 

 

新発田市「住宅リフォーム支援事業」 

２０２０年度の募集が始まります 

 

◇申請期間 ５月 12 日（火）～19 日（火） 

（土曜日・日曜日も受け付けします） 

◇補助金額 

税込 10 万円以上の住宅リフォーム工事に対して 

[一般枠]   工事費の 15％（上限 15 万円） 

[一定要件枠]  工事費の 20％（上限 20 万円） 

（高齢者世帯や障がい者世帯、子育て世帯など） 

◇対象となる工事などには条件があります。 

※募集は抽選制となります。 

制度の詳細は、新発田市建築課又は民商へ 

 

 

相
談
等
で
民
商
事
務
所
に
来
ら
れ
る
と
き
は 

事
前
に
予
約
を
お
願
い
し
ま
す
。 

 

新発田市 国保加入者に傷病手当金 

新発田市は、新型コロナウイルスに感染または感染が疑わ

れ、療養のため労務に服することができない国保加入者（他

に雇用されている人に限ります）に傷病手当金を支給するこ

とになりました。 

＊支給額は、直近の３か月間の給与収入の合計を就労日数で

割った金額×２/３×（休業日数－３日） 

（給与の全部または一部が支払われた場合は、支給額が調整

されたり支給されない場合があります） 

＊支給を受けるためには申請が必要です。 

 

事業主も支給対象となるよう要望していきましょう。 


